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1. はじめに
今[1, 戦後民主教育の支柱としてつくられた
教育基本法の精神の中で，形骸化．空洞化．ぁ
るいは歪曲化されている部分は非常に多いが，
そのうちの一つが第8条「政治教育」の条項に
関する部分である。とくに昭和29年の教育二法
制定以来．第8条については専ら第2項の「特
定の政党を支持し．またはこれに反対するため
の政治教育その他政治活動をしてはならない」
のところが徒らに強調され．第1項の「良識あ
る公民たるに必要な政治的教養は．教育上これ
を尊重しなければならない」の部分は．かりに
ふれられても申しわけ程度で，実際にはその精
神を，無視ないしは倭小化するような政策や行
政が行なわれてきている。昭和29年の教育二法
が，管理体制強化のための教育行政面での施策
（学校管理規則，勤務評定など）と相まって，
教師たちの積極的な政治教育へのとり組みを牽
制あるいは禁圧する役目を果したことはたしか
なのである。同法施行に際しての文部省の弁解
＊関西大学文学部助教授
がましい通達1)にもかかわらず，教育の現場で
は政治に関することが教育上タブー視される風
潮が一般化し2), 「良識ある公民たるに必要な
政治的教養」の教育が著しく弱体化してきたの
である。今日でもわれわれの接する大学生の多
くのものが「高校を卒業するまで，ほとんど政
治的なことを授業で学ぶことはなかった。」と
いっているが，このことはおそらく一般的な事
実であろう。
今日の大学生や高校生の過激な学園闘争や政
治闘争に関して，その原因を日教組の方針や革
新的教師の政治教育の責に帰するような発言
が，為政者ないし保守陣営の人々からなされる
ことがしばしばあるが，それはおよそ戦後の教
育史的事実にそぐわない。わが国の今日までの
政治的社会的雰囲気には，「大衆的過激主義と
大衆的無関心とが蔓延」ぃする大衆社会的状況
が著しくあらわれてきたが，それは，より政策
的見地からいえば，独占資本を中軸とする支配
者陣営が意図的につくり出してきたものにほか
ならない。大企業による大量生産＝大量消費の
ための大衆操作，政治的・社会的諸矛盾を陰蔽
するためのマスコミ対策，日教組を中心とする
民キ教育陣営に対する弾圧を加えながらの政治
教育の学園からの追放，等々の施策の積み重ね
の結果でもある。こうして政治的無関心層の増
大からくる青少年の保守化現象4)は，支配者側
の思うつぽであったはずである。
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しかしながら，議会制民主主義の形骸化や金
権政治にまつわる諸々の政治的腐敗，戦争放棄
の平和憲法に反してヴェトナム戦争に加担し沖
縄の核基地化を進める政治・経済体制や，目に
余る企業公害の増大など，国民の目をごまかし
きれない程に体制の諸矛盾は激化してきてい
る。マスコミの発達，情報社会の進行は，否応
なしにこれらの現実を国民の前にさらけ出し，
ことに真理と正義の念に強い青少年の間に政治
的関心，政治不信を高めざるを得なくなってき
ている。 1960年の安保闘争への高校生の大量参
加，全国一斉学カテストに対する中学生や高校
生のボイコット，そしてこの 2~3年来の高校
生たちの卒業式への‘‘造反．ゃ各種学園闘争な
どは，意図的・組織的な教育実践の中から生ま
れたものではなく，今日までの政治の矛盾が生
み出した，いわば‘‘自然発生的”な政治活動な
いし政治闘争のあらわれとみるべきであろう。
一方，高知県などで典型的に実現された高校生
徒会連合の活動のように，教員組合の勤評闘争
や安保闘争などと述けいした，組織的な政治教
育の機会となる活動は，当局の禁圧や破壊工作
によってほとんど壊滅させられてきたのであ
る。したがって今日の学校における政治教育
は，教員組合を中心とした地道なとり組みが各
地で行なわれているにもかかわらず，・自然発
生的”な生徒たちの造反や過激なセクトによる
政治闘争とそれを契機として行なわれる当局の
きびしい禁圧政策の中で，はなはだしく混迷し
ているというのが一般の実情であろうと思う。
本稿は，これらの現状に鑑みて，今日までの
政治教育政策を改めて吟味するとともに，政治
教育の本来の意味と構造について基本的な考察
をしてみたいと思うのである。
2. 今日の政治教育政策
まず，今日の政府・文部省の政治教育に対す
る態度を， 1969年10月31日付で出された文部省
見解「高等学校における政治的教養と政治的活
動について」によって検討してみよう。
そこでは冒頭に「大学紛争の影響もあって最
近，一部の高等学校生徒の間に．違法または暴
力的な政治活動に参加したり，授業妨害や学校
封鎖などを行なったりする事例が発生している
のは遺憾なことである。このようなことを未然
に防止するとともに問題に適切に対処するため
には，平素から，教育・指導の適正を期するこ
とが必要であるが，特に高等学校における政治
的教養を豊かにするための教育の改善充実を図
るとともに，他方，当面する生徒の政治活動に
ついて適切な指導や措置を行なう必要がある。
……」と述べているように，この文書は，いわ
ゆる高校紛争や高校生の政治活動を予防すると
同時に，問題発生時に，それに対処するための
方策を述べたものであって，今日の教育体制や
教育内容のもつ矛盾や欠陥を根本的かつ積極的
に検討し改革するような意図から出されたもの
ではないのである。
本文，＜第一，高等学校教育と政治的教養＞
では， まず教育基本法8条1項は， 「日本国憲
法のもとにおける議会制民主主義を尊重し，推
進しようとする国民を育成するにあたった欠く
ことのできないものである」とし，それが「生
徒の発達段階，高等学校の現状，とりわけ高等
学校への進学者の著しい増加および最近の社会
情勢など」から， 「よりいっそう適切に行なわ
れる必要がある」として，次の 3点（要旨）を
配慮すべきだというのである。
・ (1) 政治的教挫の教育は，教育基本法8条 2
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項で禁止している，いわゆる党派教育やその
他の政治活動とは峻別すること。
(2) 政治的教養の教育にかたよりすぎること
なく，他の教育活勁と調和のとれたものであ
ること。
(3) 生徒は一般成人とは異なり，選挙権など
の参政権を制限されており， また，将来国
家，社会の有為な形成者になるための教育を
受けつつあることを前提として行なうこと。
このように， 「政治的教養の教育」が必要で
あるといいながらも，内容は，すこぶる消極的
な姿勢を示していることがまずわかるのであ
る。はじめに述べたように，今日まで学校の政
治教育は著しく衰退してきたのであり， 「党派
教育」については，教師たちは神経質にすぎる
ほど回避してきている。「政治的教養の教育に
かたよりすぎること」などは毛頭考えられない
のが一般の実情である。このような状況では，
政治教育を強調しても，しすぎることはないは
ずなのである。しかるに， 「文部省見解」はい
まだに，学校の政治教育の行き過ぎをおそれて
いるかのごとくである。「配慮する必要があ
る」としてとくに掲げられた上記3点のどこに
も， 「政治的教養の教育」を振興するための示
唆はうかがわれず，むしろ抑制することのみに
注意がはらわれている。
つづいて，＜第二，高等学校における政治的
教養のねらい＞では，「1. 将来，良識ある公
民となるため，政治的教養を高めていく自主的
な努力が必要であることを自覚させること。
2. 日本国憲法のもとでの議会制民主主義につ
いての理解を深め，これを尊重し，推進する意
義をじゅうぶん認識させること。 3.政治的事
象を客観的に理解していくうえに必要な基礎的
知識，たとえば民主主義の理念，日本国憲法の
根本桁神，民主政治の本質等について正確な理
解を得させるとともに将来公民として正しく権
利を行使し，義務を遂行するために必要な能力
を養うこと。なおその際，国家・社会の秩序の
維持や国民の福祉の増進等のために不可欠な国
家や政治の公共的な役割等についてじゅうぶん
認識させること。」となっている。 ここでは，
前記＜第一＞で「政治的教養の教育」の趣旨と
してもあげていたように．，議会制民主主義のみ
をことさらに強調しているが，そこには，国民
の政治的参加の意味をできるだけ，選挙権の行
使ということに限定して把握させようとする意
図がうかがわれる。なぜならば，現実の政治過
程やそれと国民生活とのかかわり合いを探究す
ることや，国民の政治への発言や要求（政治過
程における政治的参加）についての学習など，
政治教育として本来最も重要なねらいにはおよ
そふれようとしていないからである。したがっ
て， 「将来， 公民として正しく権利を行使し」
ということの中味は，おそらく，投票への参加
ということが大部分であろうし， 「義務を遂行
する」というのは，国家が定めたことには黙っ
て従うということであろう。またことさらに，
「国家や政治」が，「秩序の維持」はもとより，
「国民の福祉の増進等のため」に「公共的な役
割」を果していることに注目させようとしてい
るように，体制に従順な国民を育成することに
政治教育の基調がおかれている。およそ，国民
の生活と人権を守る民主主義の見地から，国家
や政治の現実を認識し，発言し，行動し，変革
しようとする主権者としての国民を育てるとい
う政治教育の見地はすこしもうかがわれないと
いってよいのである。
以上のような， 「政治的教養の教育」の尊重
の名目のもとでの，その抑制ないし倭小化は，
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次の＜第三，政治的教養の教育に関する指導上
の留意事項＞のところで，いっそう具体的に，
明かになってくる。
まず，「1. 指導上の一般的留意事項」では
「政治的教養の教育は，教科においては，社会
科での指導が中心となるが，政治的教養の基礎
となる生活態度を身につけさせるためには，ホ
ームルームその他の特別教育活動・学校行事等
においても適切な指導を行なうこと」としなが
ら，そのような「生活態度」とは「国家・社会
の一員としての共同生活を営むうえに必要な生
活態度」であり， 「自分の意見を正しく表明ず
るとともに他人の意見にじゅうぶん耳を傾け，
これを尊重する態度を身につけさせるようにす
ること」や「望ましい人間関係を育成されるよ
うにすること」なのである。これらの内容は，
ごく一般的：こ見れば教育上必要でないとはいえ
ないげれども，すくなくともこれでは，とくに
政治的教養の基礎として強調するような指導内
容とはいえないであろう。つまり，生徒たちが
直接・間接に関係している集団や社会の政治に
対する関心を高め，政治的批判力を伸ばすとい
うような内容はすこしも考慮されていないので
ある。ここでは，政治的教養といいながら，政
治的なものはほとんど全く欠落させられてしま
い，道徳の時間を中心とする道徳指導と同様の
ことが強調されているにすぎない。さらにま
た， 「指導にあたっては， 学習指導要領に基づ
いて，指導のねらいを明確にし，系統的計画的
な指導計画を立てるとともに，学習の内容と関
係のない問題を授業中みだりに取り扱わないよ
うにすること」とあり，政治教育を学習指導要
領の枠の中に閉じ込めてしまうことによって，
生徒の自由な政治批判によって学習の自在な発
展と教師の自主的な対応，自由な学問的見解の
発表等を，著しく規制しようとしているのであ
る。
次の「2.現実の具体的な政治的事象の取り
扱いについての留意事項」の部分では， (1)項か
ら(5)項にわたって留意点が述べられているが，
これらは教師たちをして，政治的事象や政治的
問題を学習対象とすることに，一層躊躇させる
ものであることは明らかである。
たとえば， 「現実の具体的な政治的事象は内
容が複雑であり，評価の定まっていないものが
多く，現実の利害の関連等もあって国民の中に
種々の見解があるので，指導にあたっては，客
観的かつ公正な指渫資料に基づくとともに，教
師の個人的な主義主張を避けて公正な態度で指
導するよう留意すること」とあり，さらにつづ
けて，「なお，現実の具体的事象には， 教師自
身も教材としてじゅうぶん理解し，消化して客
観的に取り扱うことに困難なものがあり，とも
すれば，教師の個人的な見解や主義主張がはい
りこむおそれがあるので慎重：こ取り扱うこと」
となっている。つまり，現実の政治的事象は，
他の文化的，経済的，社会的な事象や問題より
もことさらに複雑で難解であるかのように印象
づけ， 「客観的かつ公正な指導資料」によらな
ければ自由に教授＝学習をしてはいけないよう
に述べている。これでは，現実の政治的事象は
教師にとっても無理な教材だから，なるべく扱
うな，というにひとしいし，すくなくとも，積
極的な教材とし，学習問題としてとり上げるこ
とを推奨しているとはいいがたい。
そもそも，現実の具体的な事象というのは，
政治的なものであれ，文化的，経済的，その他
社会的なものであれ，必ずしも難易の差はな
い。物価問題の難しさはいうに及ばず，殺人事
件一つをとり上げても，現象は簡単だが，その
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心理的， 社会的背景に至れば極めて複雑であ
る。また，現実の具体的事象にかぎらず，歴史
的教材や古典の解釈など，学習の対象となるも
のはどれも決して易しいものではない。一定の
難しさをもっていればこそ，学校の教材として
とり上げるのにふさわしいのである。したがっ
て，政治の問題が難しければ，それこそ，教材
としてとり上げる価値があるのである。政治的
問題はたしかに「現実の利害の関連等」がから
み合っている。たとえば，政治資金規正法の改
正をめぐる政界のかけひきなども複雑といえば
複雑である。しかし，財界と政党とのつながり
が強いから抜本的な改正ができないという事実
は簡単かつ明りようである。沖縄返還問題をめ
ぐる政治の動きは複雑かつ微妙であるとして
も，歴史的に沖縄人民がいかなる政治的・経済
的な扱いを受けてきたか，そして現在，沖縄人
民を再び本土や外国の犠牲にすることのない，
真の平和な発展を保障する返還のあり方とはど
んなものか。そのような返還のあり方をめぐっ
ていかなる利害の対立があり，国の政治はどの
ような立場に組そうとしているか，等のすじみ
ちは，科学の立場からすれば，誰でもはっきり
させることができるのである。そうしてそこか
らは当然一定の政治批判も生れてくるのであ
る。
しかるに，「文部省見解」は， 前述の文脈を
さらに強調して「上述したように，現実の具体
的事象については，種々の見解があり，一つの
見解が絶対的に正しく，他のものは誤りである
と断定することは困難であるばかりでなく，ま
た議会制民主主義のもとにおいては，国民のひ
とりひとりが，種々の政策の中から自ら適当と
思うものを選択するところに政治の原理がある
ので，学校の政治的事象の指導においては，一
つの結論をだすよりも，結論に至るまでの過程
の理解がたいせつであることを生徒に納得させ
ること。」としている。 ここでは明らかに，現
実の政治の世界と学問や教育の世界とを混同し
ながら，科学による政治的事象の本質の究明と
それから当然生ずる政治に対する批判とを規制
しようとしているのである。
政治の世界では，汚職が権力の発動で無罪に
なる，つまり悪でなくなることもあり，侵略戦
争を平和のための戦争といいくるめることもで
きる。しかし，学問や教育の世界では，汚職は
何といっても汚職であって，道徳的にも許され
ない非行であり，侵略戦争は決して平和のため
の戦争と規定することはできないのである。い
ろいろな党派的見解がある場合，ただそれらを
現象的にならぺ立てただけでは，すこしも学問
のしごととはいえない。それらを科学的基準，
すなわち真理の基準にてらして，その本質を解
明することこそ学問のしごとである。教育の主
要な任務の一つは，あくまでも科学に基づいて
自然や社会の本質を子どもたちに学ばせること
であるとすれば，科学的操作によって，現実の
政治に一定の価値判断を下すこと， したがっ
て，一定の政治的批判を行なうことは当然のこ
とである。政治がそのような科学や教育の世界
からの批判にじゅうぶん耳をかたむけることこ
そ民主主義政治の基本原理でなければならな
い。いいかえれば，民主主義社会の本質は科学
や教育が，社会政治の批判を自由に行なうこ
とができるということにあるはずである 6)0
「文部省見解」のように「議会制民主主義のも
とにおいては，国民ひとりひとりが種々の政策
の中から自ら適当と思うものを選択するところ
に政治の原理があるので……一つの結論を出す
よりも……」というのは，あえて，国民の政治
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的行動の場の論理と，教育の場の論理とを混同
しているものであり，政治に対する教育の正し
い役割を否定しようとするもの，といわねばな
らない。
最後に＜第四，高等学校生徒の政治的活動＞
の部分について，簡単にふれておこう。ここで
は，生徒の政治活動の規制だけがこまかく述べ
られているのであるが， その動機は， 「まえが
き」の冒頭にもあったように「最近一部の生徒
がいわゆる沖縄返還，安保反対等の問題につい
て特定の政党や政治的団体の行なう集会やデモ
行進に参加するなどの政治的活動を行なった
り，また政治的背景をもって授業妨害や学校封
鎖を行なうなど学園の秩序を乱すような活動を
行なったりする事例が発生している」から，こ
のような事態に「適切に対処するため」という
ことである。
まず基本的な態度として， 「学校の教育活動
の場で生徒が政治的活動を行なうことを黙認す
ることは，学校の政治的中立性について，規定
する教育基本法第8条第2項の趣旨に反するこ
ととなるから，これを禁止することはいうまで
もないが」 として， 「生徒の政治活動の黙認＝
教育基本法8条2項違反」を自明のこととして
（後述するように，教育基本法公布後しばらく
は，文部省じたいもそのような見解をとってお
らず，決して自明のことではない），とくに「教
育的な観点」から「生徒の政治的活動が望まし
くない理由」として 6項目をあげている。後述
する，戦後新教育当時の政策の見地と対比させ
るため，その要旨を列挙しておく。
(1)生徒は未成年者であり，民事上，刑事上な
どにおいて異なった扱いをされ，選挙権もな
く，国家・社会としては未成年者の政治的活
動を期待していないこと。
(2)心身ともに未発達の生徒が政治的活動を行
なうことは， じゅうぶんな判断力や社会的経
験をもたない時点で特定の政治的立場の影響
を受けること。
(3)学校が将来国家・社会の有為な形成者とし
て必要な資質を養うために行なっている政治
的教養の教育の目的の実現を阻害するおそれ
があること。
(4)学校外の政治活動でも学校内に持ちこま
れ，他の生徒にも好ましくない影孵を与える
こと。
(5)一部の生徒が行なっている政治的活動の中
には，違法なもの，暴力的なもの，それらの
可能性の強いものがあって，勿論許されない
が，これらの活動に参加することは非理性的
な衝動に押し流され，不測の事態を招きやす
く，生徒の心身の安全に危険があること。
(6)学校や家庭での学習がおろそかになり勉学
への意欲が失なわれるおそれがあること。
これらの理由のもとに，生徒の政治活動は次
のような範囲にわたって規制されるとする（要
匂日。
(1)クラブ活動や生徒会活動等の教科以外の活
動でも，政治活動の手段としてこれを利用す
ることは許されない。
(2)生徒が学校内に政治的団体や組織を結成す
ることや，放課後，休日等においても校内で
政治的文書の掲示や配布，集会の開催などは
望ましくなく，学校はこれを制限ないし禁止
するのは当然である。
(3)放課後，休日等に学校外で行なわれる政治
的活動に参加することは望ましくないものと
して生徒を指祁すること。違法，暴力的なも
のはもちろん，そのような活動になるおそれ
のある政治的活動についても，制限・禁止す
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ることが必要である。
このような項目は，結局は，生徒の政治活動
を，学校の内外を問わず，生徒の生活時間全般
にわたって，全面的に禁止させようとするもの
にほかならない。その根本的な法基準としてい
るのは教育基本法8条2項であるが，実はその
恣意的な，大巾な拡大解釈によっている。すな
わち， 同項の「法律に定める学校は」の学校
を，教育主体としての学校または教師だけでな
く， 生徒にもこれを完全に適用した上， 「特定
の政党を支持しまたは反対するための」という
形容句を無視して， 「政治的活動」のすべてを
禁止しようというのである。そしてまた，教育
主体としての学校または教師が，何ら主体的に
関与していなくても，生徒の政治活動を黙認す
ることじたいが同条項に違反するとして，教師
自身に生徒の政治活動の禁圧の当事者たらしめ
ようとしている。その規制のきびしさは，戦前
の治安警察法が，学生，生徒の政事結社への加
入を禁止し，さらに未成年者の政談集会への会
同を一切禁圧したのと比べ，まさるとも劣らな
いものということができる。
以上のように見てくると「文部省見解」は，
「政治的教養の教育」では， 「現実の具体的な
政治的事象」の教授＝学習を極力回避させるよ
うにした上， 「一部の生徒」の政治活動や学園
の秩序を乱すような行動に「適切に対処するた
め」と称して，すべての生徒のあらゆる政治活
動を学園から締め出そうとするものでおること
がわかる。端的にいえば，教育基本第8条第 1
項の「政治的教養の教育」の空洞化であり，政
治教育の事実上の全面停止を指向するものにほ
かならないのである。
政府は，以上のような「文部省見解」のほか
に， 「高等学校における民青同活動について」
(1967年10月，政府統一見解）や． 「高等学校
における生徒指甜上の諸問題」 (1969年3月，
文部省手引）等によって，生徒の政治活動の規
制を始め，生徒管理の全般的な強化の方針を打
出してきているが，それらの趣旨は各都道府県
教育委員会によって， ほとんど忠実に生かさ
れ，それぞれの教育長通達（または通知）とし
て，あるいは指導・手引書が作成されて各学校
現場に流されてきている。そして，それらの中
には，政府・文部省の見解よりも一層，政治活
動の規制を強めているものさえあるのである。
たとえば．埼玉県の通達6)では．県高教組が
主催する 「高校生の交流集会」（サマーキャン
プ）は． 「安保体制下の露骨な教育の軍国主義
化に反対し，民主教育を確立するために，生徒
と教師の結合を強める」ことを集会の目的とし
ているから． 「これは， 組合活動を公教育の中
に持ちこむことになり．公教育に対する不当な
支配となるおそれ」があり．また「このような
事業を主催することは．地方公務員法で認めて
いる職員団体本来の活動を逸脱したもの」とし
て，生徒を参加させないように各学校長に指示
している。これは，自主的な教員団体としての
教組が，夏季休暇中に行なう課外教育として平
和憲法にもとづく梢極的な政治教育を行なおう
とすることに対する介入であり，規制である。
また，静岡県教育委員会の手引書7)では，か
なり詳細に今日の高校生の動向や，活動的な生
徒や教師の言動の特徴などを記述した上で，極
めて大巾な政治活動の規制の範囲と，規制の具
体的方法を説明している。とくに注目すべき部
分を若干紹介すると，まず教育の理念について
の叙述があげられる。「教育と政治とは無関係
ではないが，あたかも平和主義や民主主義が教
育の原理であるように主張することは，教育の
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目的・理念を政治の目的，理念と混同している
ことになる。つまり教育は，直接には社会を対
象にするものではなく，個人に向けられるもの
でなければならない。個人に向けられる場合
に，教育の真の理念は何であるかを考えると，
それは教育基本法第 1条に定められている人格
の完成がそれである。 この完成された人格者
が，民主主義的な人間であり，平和を好む人間
なのである。従って民主主義や平和主義という
ものは，それ自体，政治的理念であって，匝接
には教育の理念にはならない。ややともすると
一部左翼教師や生徒の活動家が，教育の最高理
念を民主主義や平和主義に求めようとするの
は，おかどちがいであると思う。こうした点を
明確にとらえて，教育の理念の達成を妨害する
一切のものを排除しなければならないn」とい
う。ここでは，教育基本法がその前文で，日本
国憲法の民主主義，平和主義の「理想の実現
は，根本において教育の力にまつべきものであ
る」とした根本精神を無視している。第 1条の
「人格の完成をめざし」というのも，この前文
の精神に基づいているのであり，したがって，
すぐに「平和的な国家及び社会の形成者として
……」とつづいているのである。 この「手引
書」では「人格の完成」ということが，あたか
も，現実の生活や政治から切り離されたところ
で，教育によって果されるように説かれている
が，現実の人間の教育とは，社会全体や国の政
治の理念である民主主義や平和主義の問題と切
り離しては考えられないのである。その意味か
らすれば，民主主義や平和主義を教育の理念と
しても，すこしも差支えないはずである。しか
るに，この「手引書」では，それらをあえて教
育の理念から切り離すことによって，民主主義
や平和を志向する政治の学習や，政治的活動を
極力締め出そうとするのである。政治的集会は
校内外を問わず一切禁止。政治的ビラを生徒が
受け取ったときは，その事後の指導がたいせつ
であること。ベトナム人民支援カンパなど政治
的募金に応じないよう指導すること。反戦記事
など「政治的にかたよった」記事を校内に掲示
させてはいけないばかりか， 「学生通信（三省
堂），高生研の図書（三省堂新書）などを，一部
活動家が好んで読んでいる傾向があるが，この
ようなものを図書館に入れたり，教室・廊下に
掲示することは好ましくない」とする。また，
政治的な問題について，生徒が報道機関に投書
などをすることも政治的行動であるから，厳に
慎むように説得する必要があるという。そのほ
か，生徒会，ホームルーム，その他一切の生徒
の会合の席で政治的問題をとり上げないように
指導することや，演劇クラプなどで，政治的テ
ーマをとり上げることも「クラプの活動内容を
学習指導要領に示された目標・活動内容に限定
されていることを熟知させる」とともに「演劇
としてふさわしいテーマを選ぶように指導す
る」というのである。その他まだまだ詳細にわ
たっているが，論評の必要の全くないほどに，
一切の表現の自由，思想・学問・研究の自由の
容赦ない剥奪であり，それらの根拠を，教育基
本法8条2項と特別権力関係論などに求めてい
るのである。
以上で，今日の国や地方自治体当局の教育行
政における，政治教育に対する基本的な考え方
や姿勢がおおよそ理解できたことと思う。そこ
で次に戦後の新教育当時の当局の考え方等を検
討することによって．今日のそれと対照してみ
たいと思う。
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3. 戦後新教育における政治教育政策
新教育発足当初の国の政治教育についての考
え）jや姿勢を，文部省関係の 2~3の文書によ
ってしらべてみよう。
まず，教育基本法についての当時の文部省の
見解を代表していると考えられるものに，文部
省の事務官たちが作成した「教育基本法の解
説」（教育法令研究会， 1947年12月）がある。
この文害の記述でとくに注目すべき部分につい
てふれておきたい。
①主権在民の民主主義政治では，すべての国
民が直接・間接に政治にたずさわるのだから，
国民ひとりひとりの政治的教牲と徳性の向上が
根本条件であるとし， 「政治教育とは， このよ
うな国民に政治的知識を与え，政治的批判力を
養い，もって政治道徳の向上を目的として施さ
れる教育である」という。それは，政治的批判
力を槌うよりも一定の政治体制への協力的行動
に導き入れることを目途とする全体主義国家に
おける政治教育（戦前の日本の政治教育のよう
な）とは根本的に異なるものだとしている。こ
こでは，民主主義政治を議会制民主主義に倭小
化することなく，国民が政治的批判力をもっ
て，直接・間接に政治に参与することを唱道し
ている。
③教育基本法第8条第 1項については， 「政
治教育において最も尊重せらるべき事項を示し
たものである」として，要旨次のように説明し
ている。
「良識ある」というのは，単なる常識をも
つ以上に， 「十分な知識をもち， 健全な批判
力を備えた」ということである。「公民」と
いうのは， 「社会団体の一員として積極的に
社会を形成して行く場合の国民」ということ
ができよう。人が社会を形成して行く閲係
に，政治的，経済的及び社会的生活の三つが
あるとして，租極的に政治的な関係にはいる
場合の国民を公民ということができる。即ち
政治上の能動的地位における国民というので
ある。
このように「良識」という語には，十分な知
識と健全な批判力という意味をもたせ，「公
民」という語には，禎極的，能動的に政治に参
与する国民という意味をもたせていることから
見ても，政治教育をかなり積極的に進めようと
していること，生徒の自由で主体的な学習を保
障しようとしている姿勢がうかがえるといえる
であろう。
③良識ある公民たるに必要な政治的教渡の内
容として次のようなものをあげている。第一
に，民主政治，政党，憲法，地方自治等，現代
民主政治の各種の制度についての知識。第二
に，現実の政治の理解力及びこれに対する公正
な批判力。第三に，民主国家の公民として必要
な政治道徳及び政治的信念など。これらは，学
校教育のみならず社会教育においても努めるべ
きで，教育行政の面では，そのような政治教育
が行なえるような条件を整えるべきだとしてい
る。
④教育基本法第8条第2項に関して，学校の
教員は，党派的政治教育は禁ぜられていると見
るべきだが，それは原則として学校内における
授業時間によるものだとする。校外でも学校教
育活動として行なわれる限りは許されないが，
教員が個人の立場で，政治上の自由討議をする
ときは，一党ー派に偏してもかまわないとす
る。
⑤政治権力への参与を目的としないで，単に
政治に影態を及ぽすことを目的とする，政党以
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外の政治結社は，教育基本法第8条第 2項にい
う政党ではない，とする。しかし，このような
政治結社を支持し又は反対するような政治的偏
見を教えることは，教育基本法第10条第 1項の
趣旨から許されないであろう，としている。
⑥政党の政策や主張に言及するときは，すべ
ての政党に及ぶべきで，また特定の政党の政策
や主張の立っている世界観的なイデオロギーの
教授は，大学では許されるが，それ以下の学校
では許されない，とする。
⑦学生生徒の政治運動については，衆議院の
教育基本法案委員会での文部大臣の答弁を次の
ようにそのまま引用している。「思想の自由を
尊重するので，学生が特にある特殊の思想，あ
るいは政見を研究することは自由であるし，又
進んでこれを運動に移すことも，決してこれを
禁止しないのであるが，教育の目的を達成する
ため及び学園の秩序を維持するため一定の制限
のあることはいうまでもない。この制限がいか
なる限界を有するものであるかについては，各
段階の学校によってそれぞれ差別があると考え
る。この点の判断は，ーに学生そのものの自覚
と，学校長，学校当局の判断に任せられるべき
ものと考える」
おおよそ以上のごとくであるが，概していえ
ば， 教育基本法第8条第 1項の部分について
は，今日から見れば，かなり積極的にこれを推
進し，推奨する態度を示しながら，同条第2項
に関しては，党派的教育の滲透にはかなり神経
質な態度を示しているといえよう。占領政策の
本質と当時の政治情勢からして，共産主義的思
想の滲透に対する警戒の念が明らかにあらわれ
ている。しかしながら，憲法の国民主権や基本
的人権等の趣旨にはかなり忠実であって，たと
えば， 「特定の政党を支持し， 又はこれに反対
するため」という文言を「政治教育」および
「その他政治的活動」の両方に係るものとして
おり，今日の当局者の見解のように， 「その他
政治活動」の部分を無制約的な禁止条項とし
て，学校における一切の政治活動を禁止すると
いうような考え方8)には立っていない。また，
フォーマルな学校教育外の，教師や生徒の政治
的意見の表明や政治活動は認めており，概して
表現の自由や学問・思想・研究の自由の尊重と
いう姿勢はかなり保たれているといえるだろ
う。学生，生徒の政治活動には一定の制限があ
ることは主張しながらも，これを，学生• 生徒
自身の自覚や学校長または学校当局の自主的判
断に委ねている点，）も，教育の自主性の尊重と
いう趣旨のあらわれで，今日の行政の姿勢から
見れば，特徴的である。
次に，政治教育の理念や内容・方法等につい
て，もうすこし詳しく述べている次の二つの文
書を検討してみよう。それらは今日の当局者の
ものとは，かなり著しい性格の相違が見られる
ので， 少し長いが要点のみを抜粋しておきた
い。（傍点引用者）
「民主主義（下）」 (1949年，文部省著作
教科書）より
六．校外活動。生徒は，学校の一員であると同時． 
に，その地方の社会の構成員でもある。だから，生. . .. . . . . . . . . . . . 
徒は自分の属する地域社会での問題についても，け．．．．．．．．．．．．． 
っして無関心ではありえない。生徒は年も若いし，
経験も少ないが， しかし， それだけ若々しい熱意
と，純真な気持とを持っている。それが先生の適切
な指導のもとに，団結の力を発揮して事にあたるな
らば，校外活動においても，またみるべき仕事をな
しとげていくことができるであろう。＿中略＿. . . . . . . . . . . .  
このように年の若い生徒たちであっても，それが大. . . . .  . . . ... . 
きな自治的の組織を持てば，地方の繁栄に役だち，....................... 
国の経済や文化の向上のためにすぐれた貢献をする... 
ことができる。民主主義は本で読み，話で聞いただ.... 
けでは，ほんとうにはわからない。民主主義の社会
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. . .. .   . . . . . . .  . 
油動全桑ぶいちばんよい方法は，自分でそれをやっ．．．．．．．． 
てみることである。全国的な規模を持つ生徒の組織
を，今すぐ日本で作ることはむずかしいかもしれな
いが，小さなところから始めて．だんだんひろげて
ゆけば，団結と協力の力がいかに大きなものである
かを自分でためしてみることができるであろう。
—中略ー一今日の青少年も満20オになれば，選挙
権を与えられ，最も重要な国の政治に参与すること
になる。医者になって人の生命をあずかり，技術家
になって精密な機械を運転するには学校を出てから
もじゅうぶんな修業を積む必要があり，またそれだ.... 
けの余裕もある。しかし，民主主義だけは，檎命}....................... 
になるまでに，その精神をほんとうに身につけてお．．．．．．．．． 
かなければならない。
「新制高等学校教科課程の解説」 (1949
年，文部省学校教育局）より。
二．新制高等学校は，公民的資質を向上させなけれ
ばならない。新制高等学校の生徒は，学校で経験
を重ねることによって， 勤労の権利，生活の権．．．．． 
利，行動の自由，職業選択の自由，信教の自由，... 
言論の自由，その他の民主的生活の要素である権................ 
利と自由との実践上の意味を学ばなければならな
い。―以下略
三．新制高等学校は，民主的生活の経験を与えなけ.... 
ればならない。新制高等学校で．民主的公民につ............. 
いて語るだけでは十分ではない。一ー中略ー一学... 
校運営の最後の責任は校長にあるが，校長は生徒............ 
に多くの重要な責任を委ね，教室では生徒の学年.................. 
に応じてできるだけ多くの責任をとることを許さ.... 
なければならない。生徒は責任を与えられること
によってのみ，責任をもって遂行することを学ぶ
のである。一一以下略 .......... 
四．新制高等学校の生徒は，地域社会の生活の活動. . . .  . .. 
的な一員でなければならない。新制高等学校の 1
年生になる時までに生徒は地方の問題に積極的
に加わることができなければならない。一一中略
―生徒は農業の会やいろいろの政党の主催する
集会その他の社会団体のほか，差支えないときは
市町村の議会にも出席してその活動状況を見学し
て，できれば県会を，機会があれば国会も見学・
研究するがよい。一ー以下略
六．新制高等学校の生徒は，次第に公共的問題につ
いて考え，その解決の補助ができるようにならな
ければならない。一一中略—すべての新制高等
．．．．．．．．．．．．．． 
学校の生徒は，現在の国家的重要問題の多くに通
ずるようにならなければならない。一中略――-
国家の重要な経済的，社会的，政治的問題を解決
することは，特に新制高等学校の最後の学年で強
調される。食糧危機の克服，配給制度の改善，闇
の撲滅，農地改革計画への参加，租税問題，その
他の重要問題をこの学年で取り扱う。—中略................. 
―生徒は重要問題の論議される大人の会合に出. . . . . . . 
席するがよい。一ー中略ーーすべて問題は自由に．．．．．．．． 
論議することが大切である。.......... 
七．新制高等学校の生徒は，政治的行動に関する資．．．．．．．．．．．． 
質を高めなければならない。わが国ではこれまで
学校で政治教育を行なうことは禁じられてきた
が，民主国家の公民の教育は，政治的問題を無視
しては行なうことができないのであって，新制高
等学校では政治教育を行なわなければならない。
—中略ー一新制高等学校の生徒は，政治問題に
ついて健全な判断をすることと自分の信ずるとこ
ろを有効に表明する方法とを学ばなければならな
い。それには，地方•県および国のそれぞれの範
囲における政治行動の方法を研究し，これをその. . . . .. . . . .. 
効果と民主主義の原理に適すかどうかの点から評. . . . 
価することを学び，開会中の議会を見学し，でき......... 
れば何時でも公務員と話し，政治的決定の方法に．．． 
ついてできるだけのことを学ばなければならな. . . .  .. . 
い。大切なことは，政治の研究はその形式上の機........... 
構に止まってはならないことであって，政党の運
営法や候補者の指名方法および選挙の実施方法や
政綱の作成方法を実際に見学することによって学
び—中略ー一。こうして政治的教養が深まるに
つれて，生徒は農民の組合や地方の討論会その他
自分の参加できる集団の仕事に参加するがよい。
学校はどんな種類の党派的教育もしてはならない.................... 
が，政治という題目を排除すれば学校の使命を果............ 
すことはできないのである。
以上のような文書の内容を見ると，今日の政
府・文部省の見解や都道府県の通達等と著•しく
性格を異にすることがわかるであろう。文部省
の教科書「民主主義」は，当時問題になったよ
うに，露骨な反共反社会主義的性格を持ちなが
ら （とくに「民主主義上」において著しい）
も，社会における一定の民主主義的手続きを尊
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重するという態度は保持していた。だから，引用
文にあるように，生徒の社会活動への参加をか
なり強力に推奨しているし，そのような活動の
全固組織をつくることも促している。そこでは
アメリカの生徒校外活動である FEA(Future 
Farmers of America) という全国組織を引
例している（前掲引用文では省略）が，それは
主として農業改良を中心にした生産学習活動で
あり，直接には政治活動というべきものではな
い。つまり socialactivityないし socialpar-
ticipationというべきであるけれども，社会活
動に実際に参加し，研究と実践を進めていくな
‘らば，おのずから，国や地方の政治や政策（た
とえば農業政策）に直面せざるを得ないのであ
り， politicalparticipationという性格も当然
含んでくる。すなわち，社会活動への参加とい
うことは，本来政治的参加ないし政治活動と密
接な関係を持っているのである。
そして，そのような活動を推奨する韮本的な
ねらいは，生産技術の習得ということよりも，
「最も重要な国の政治に参与」できる人間をつ
くるために「民主主義だけは，満20オになるま
でに，その精神をほんとうに身につけておかな
ければならない」ということにあるのである。
つまり，政治教育の一環として．考えられてい
る。前述したように，今日の政策が徒らに生徒
の未成熟や経験の浅さを強調して，現在の政治
的経験や活動をおさえているのと対照的に，む
しろ，若さに対する期待と信頼を寄せているこ
とにも注目すべきである。
このような．政治教育を志向する姿勢は．
「新制高等学校教科課程の解説」では，いっそ
う積極的である。
まず，公民的資質として， 日本固憲法の基本
的人権．とくに勤労権や生活権，職業選択の自
由等の生存権的基本権とともに，行動の自由，
言論の自由等，直接政治活動に関係の深い権利
を強調している。そして，それらの真の体得の
ためには，知的学習に止まらず，学校内外の活
動への直接的参加ということを強く推奨してい
るのである。学校内の重要事項について，校長
は生徒に責任を委ねるべきだというように，生
徒への信頼が基盤にあることに注目しなければ
ならない。校外の問題についても「生徒は地域
社会の生活の活動的な一員でなければならな
い」といっているように，単なる校外学習では
なく，社会の重要なメンバーとして位置づけて
いる。勿論．教育基本法第8条第2項の規制は
慎重に配慮されながらも，生徒が政党やその他
の団体の主催する政治的集会に出席して，直接
に政治的行動を学習することも奨めている。そ
して地域の問題からさらに，国の政治に関係す
る現実の政治的・社会的・経済的問題への関与
も強調しているのである。ここでは，社会科の
いわゆる問題解決学習的な方法への示唆もうか
がえるが，単に学習するだけでなく，学習を通
して，生徒が一個の社会観や政治観を獲得し
て，それを何らかの形で表明することさえ予想
しているようである。「食糀危機の克服……」
等の問題を， 今日的問題で置き換えれば， 「公
害問題，物価問題，沖縄問題，安保問題・..…」
となるであろう。それらの政治問題，社会，経
済問題についての政府や政党の考え方や施策が
「民主主義の原理に適うかどうかの点から評価
することを学ぶ」のであるが，政治批判，政策
批判が当然行なわれることになる。
以上のように，当時の文部省の教科書や解説
書では，政治教育についてはかなりポジティヴ
な姿勢であり，今日から見ればラディカル（急
進的）とさえ思えるほど，隔世の感がある。こ
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れらには，アメリカのコミュニティスクールの
考え力，すなわち学校を地域共同社会のセンタ
ーとして，学校と地域との相互交流・相互交渉
を重視する学校観の影響もあるであろう。わが
国の歴史的現実においてそのような共同社会を
想定するという非現実的なオフ゜ティミズムがあ
るにせよ， わが国の民主主義的変革への意欲
と，何といっても若い世代に対する期待がその
根底に流れていたこと，そして民主主義教育の
見地から当然重視さるべき力法原理が多く含ま
れていることなどは高く評価されるべきであろ
?． ?
当時，アメリカ占領軍と日本の支配者陣営の
政策の根本は， 日本を反ソ反共の防波堤にしな
がら，保守勢力の温存強化を計ることにあり，
日本国憲法にうたうような平和と国民主権と基
本的人権の確立をめざす民主主義の実現を実際
は望んでいなかったにせよ，したがって，平和
と民主主義の確立をめざす労働者や農民や学生
の政治活動にはきびしい弾圧で臨んだにせよ，
民主教育を標榜する新教育の基調には，以上の
ような進歩的な考え方が流れていたのである。
すくなくとも，文部省の事務当局のレベルで
は，民主教育を守ろうとする姿勢がかなり強く
あったというべきであろう。しかしながら，昭
和28年の「教育の中立性問題」以来，このよう
な姿勢が根本的に改められてきたことは．既に
述べた通りである。
4. 政治教育とは何か
—内容・方法論のための視点ー一
今日の政治教育政策は，戦後新教育当時のそ
れと比較しても，はなはだしく偏狭であり．む
しろ政治教育の否定に近いものであった。この
ような政策の姿勢のちがいは，もとより国の支
配・管理体制のちがい，民主主義に対する国家
権力の側の態度の大巾な転換に由来するもので
あるけれども，ここでは主として，教育の内容
・方法論の観点から考察し，民主主義教育の立
場としての政治教育の基本的な枠組を提示して
みたい。
端的にいって，今日の教育政策は政治教育よ
りも道徳教育に比重をかけ，体制の維持・強化
に役立つ公民的精神 (citizenship)の陶冶に
主眼をおいている。そこでは，教育に対して，
それが政治の体質をたえず民主的なものに維持
ないし発展させるものとしての自主的な機能と
役割を認めておらず，教育をただ政治に従属す
るものとしてとらえている。これに対して，戦
後新教育の場合には，教育を政治から相対的に
独立したものとしてとらえ，教育からの政治に
対する働きかけないし介入によって，政治の民
主化をはかろうとする姿勢があった。つまり政
治に対する教育の自主的な機能と役割を認めて
いたといえる。したがって，生徒に対して政治
権力の側が要求する公民的精神を陶冶するより
も，民主主義的思考や行動の方法を身につけて
積極的に政治過程に介入するような性格を陶冶
すること。つまり教育の側からの一ー政治権力
に対していえば“下，，からの一政治化 (politici-
zation)ないし政治的社会化(politicalsociali-
zation) ということに重点をおいていたといえ
るであろう。
アメリカでは，今日のわが国よりもはるか
に，合衆国に対する忠誠とか国旗に対する宣誓
(allegiance)とかの訓練が日々の学校教育の
中で行なわれ， 公民的精神 (citizenship) の
陶冶が重んじられてきているが，近年はこのよ
うなやり方や考え方に対して，多くの学者や研
究者たちの間から疑問がもたれ， むしろ， 「政
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治化」ないし「政治的社会化」という考え方に
傾斜がかかってきているといわれる 10)0 すな
わち，公民的精神というものに含まれる資質
(human attributes)は，観念的で，現実の
社会から遊離してしまうことが多く，いかなる
公民的資質を持つべきかということについての
コンセンサスは得にくいものである。したがっ
て，社会集団によって，異なった資質やしばし
ば対立する資質を強調することが多いのであ
り，実際には何を好ましいものとして決定する
かは困難である。こうした状況の中で，もし古
い規準 (standard)が使われてしまうと，今日
の政治的実践はすべて公民的精神の貧困を示す
ものと見なされるというはなはだ皮肉なこと
(ironic)になってしまうというのである。
これに対して，「政治化」ないし「政治的
社会化」とは， 「一個の人間が，政治的体系
(political system)の規範 (norms)や価値
(values) を内面化する過程，あるいはややち
がった角度からいえば，政治的社会的価値が一
つの世代から次の世代へと伝達される過程であ
る」 11)とされる。こうした考え方からする
と，青少年にどんな道徳的価値を与えるかとい
う道徳教育よりも，かれらがいかにして環境か
ら政治的指向 (politicalorientations)を獲得
するかという，現実の世界と子どもの考え方
や行動との関連の方が重視されるのである。し
たがって，その国や社会の政治的体系のちがい
によづて， 「政治化」の方向や性質も異なって
くる。民主主義の政治体系のもとでは，民主主
義を志向し， 強めようとする方向での「政治
化」が行なわれるし，専制的な政治体系のもと
では，そのような体制を維持・強化するに役立
つ「政治化」が行なわれようとするからであ
る。
わが国の場合．上からの「政治化」が，かつ
ての天皇制教育体制のもとでは，実に見事に遂
行されていたということができる。団体護持．
尽忠報国を究極の道徳価値の具現とする修身教
育は．君臣父子の大家族国家観によって包摂さ
れる封建的家族主義を基盤とするが故に．天皇
を絶対的な主権者とする政治の論理が，学校教
育はもとより，家庭教育や地域社会の教育を通
して，いたるところで貫徹されるようになった
のである。修身科を中心とする公民教育は，学
校，家庭，地域の生活における「政治的社会化
」の作用と見事に統一されていたのである。
それに比べて．今日の体制は．民主主義，主
権在民を一応のタテマエとしているが故に，タ
テマエと矛盾する政治の論理に児童や生徒を直
面させ．それを学習させることは極力避けねば
ならない。また，かつての「教育勅語」のよう
に，家庭における行為様式までも支配する国家
的原理も権威も欠いており，一方，国民じたい
が，家庭教育の指針や形式を自覚的に確立する
に至っていない。勿論，各種の大衆的政治活動
や選挙運動等が直接・間接に子どもたちの「政
治的指向」を促し，また，体制側からは．君が
代や日の丸による心理的大衆操作が「政治化」
の手段として使われたりしているけれども，学
校教育等において．意図的，組織的に「政治
化」が行なわれることは極めてすくないといえ
るのである。むしろ． 「非政治化」による大衆
の政治的無関心を大衆操作，大衆支配の方法と
しているといってよいであろう。
今日のわれわれが企図するのは．いうまでも
なく，かつてのような，権力による階級支配の
ための，上からの「政治化」でなく，国民主権
を確立し，真の民主主義社会を実現するため
の，国民の側からの「政治化」でなければなら
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ない。盲目の「政治化」でなく，科学を武器と
した自覚的な「政治化」でなければならない。
政治教育をそのような「政治化」のための教育
の過程としてとらえた上で，これを，政治的認
識の教育と政治的参加ないし政治的活動の教育
との二つの側面に分けて考察してみよう。
(1) 政治的認識の教育について。
そもそも，政治とは「社会現象のうち，とく
に権力，あるいはこれと関係する政策決定過程
」12)であり，「権力の獲得維持をめぐる抗争，
および権力を行使する活動を政治活動といい，
その行動態様を目して政治現象という」 13)と
するならば，そのような政策決定過程あるいは
政治活動や政治現象を学習の対象とすることこ
そが，政治学習であり，政治的認識を育てる教
育の本筋でなければならない。
ところが，そのような現実の政治過程の問題
は，世界観や政治的立場によって見解を異に
し， あるいは対立する， いわゆる係争的問題
(Controversial Issue)であることが大部分
である。今日ではたとえば，安保問題やヴェト
ナム問題，沖縄返還問題を始め，物価値上げ，
裁判官の独立，教員の勤務評定，教科書検定等
々は，すべて最も政治的で係争的な問題であ
る。ところが，今日の学校教育では，政治学習
を直接に担当すべき社会科でさえも，これら現
実政治の問題にはほとんどふれることがなく，
単に政治の組織，機構や表面的な機能だけが学
習されるようになっているのである。教員の勤
務評定や学習指導要領の法的拘束性の問題など
は，生徒たちに最も直接に関係の深い問題で，
政治的認識のためには恰好の教材であるが，
教科書に掲載することじたいが禁庄されてい
る14)o
アメリカにおいても，教師じたいが，権力構
造 (authoritystructure) の中に安住して，
係争的問題にかかわるのを避けようとする傾向
のあることや，教科書の内容がきれいごとの叙
述や，現実に反する説明を行なっていることが
多いといわれるが，このような中で行なわれる
教育の結果は，大局的に見れば「生徒たちの間
に，信頼の念を増すよりは，むしろシニシズム
の念を増大させるのに役立っている」といわれ
る15)。 こうして， アメリカのハイスクールの
生徒たちの間にシニシズムが潜在化しているた
めに，教師たちは，公教育の全体的な規範を保
つために，過度に権威主義化し，生徒に対する
抑圧的態度に向っている傾向があるといわれ
る18)のであるが， このようなことは， わが国
でも決して例外とはいえないであろう。
ところで，現実の政治過程や係争的な問題を
学習の対象とするといっても，ただ教師や生徒
が思いつきで，断片的にとり上げ，サロン的な
話合いに終止したり，教師が独断的な見解を述
べるだけというのでは，科学的な政治認識を子
どもたちの間に確立することはできないであろ
う。また，現実の政治の過程や問題をただ現象
的に追いかけるだけではその本質を究明するこ
とはできないのである。
政治とは本来，マルクスが指摘するように，
一定の生産諸関係の総体としての社会の経済的
機構を土台とする上部構造としての働らきであ
るmから，政治過程の本質を理解するために
は， それを必然ならしめる土台の構造すなわ
ち，生産諸関係や経済的機構じたいをも科学的
に認識しなければならないのである。また，そ
れら土台と上部構造とが関連しながら発展する
歴史的推移や法則も把握しなければならないで
あろう。したがって，政治の学習には，政治過
程の究明を固有の領域とする政治学の成果がよ
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り意図的・組織的に教材化される必要があると
同時に，他の社会諸科学に裏づけられた科学的
な社会認識の教育と十分な関連がはかられねば
ならないのである。すなわち生産や労働の本質
や諸関係を学習する哲学的，経済的な学習や，
社会の発展の法則を政治的，文化的，経済的事
象の諸関連とともに追究する歴史の学習や，現
実の政治や経済の地理的関係を対象とする政治
地理，経済地理等の学習は，それぞれ広義の政
治学習であるか，あるいは，政治学習の一端を
担っているのである。
政治学習の範囲や対象について以上のように
考えると，政治学習のカリキュラムは，諸科学
の成果に基づいた科学的社会認識のための系統
的な学習のカリキュラムと，現実の政治過程や
政治的・社会的問題を取り扱う直接的な政治学
習カリキュラムとが平行して行なわれるべきで
あろう。後者の場合，係争的な問題の中で，今
日とくにその中核となるものを集中的に学習の
対象として教材化していくという方法も考慮さ
れるべきであろう 18)o
(2) 政治的参加または政治的活動に関する
教育。
政治教育の究極の目標は．何らかの形で現実
の政治に積極的に参与することによって，民主
主義社会の実現に寄与する人間を育成するとい
うことであろう。それは，政治的ディレッタン
トをつくることでもないし，政治の傍観者を生
み出すことでもない。政治に対して積極的に関
心を持つ人間をつくることである。
政治に積極的な関心を持つようになるために
は．前述のような政治的認識を得ることと相ま
って，自己が何らかの形式または方法で，何ら
かの機会に，実際の政治に影響を与えることが
できるという「意識」をも獲得することが必要
であり．そうでなければ，徒らにシニカルな政
治的傍観者となるか，政治的無関心者に墜する
のほかはないであろう。そこで問題は，そのよ
うな「政治的意識」 subjectivepolitical com-
petence10)は， いかにして陶冶できるのか，
そのための教育的配慮とはどういうものである
か，ということである。
ところで，政治というものが「古い習慣や伝
統の力では，もはや利益の統合が不可能になる
程度に，個人やグループの利益の分化が進行し
た社会において，単独者の恣意やイデオロギー
や不当な実力行使によらず，不断の利益の調整
を行なわねばならないところでは，どこでも必
要となる人間活動であり， わざである」 20)と
解されるかぎり，もはや権力者の一方的な支配
という形での「政治」を許さない社会では，小
は家族や学校や会社等から，大は国家社会に至
るまで，あらゆる人間の集団において不断に要
請される集団の「機能」である。したがって，
政治的能力を身につける一ー政治的心情を獲得
する一ということは，子どものときから．家
族や学校等の生活の中で，個人やグループの主
張や要求を出し合う過程で次第に実現されてい
くべきものである。だから実際に，子どもの家
庭の諸問題への参加ということと， 「政治的心
情」とは密接な関係があるといわれる。すなわ
ち，家庭生活における諸決定に参加している子
どもは，そうでない子どもと比較して，国家や
地方の政治問題に対して何らかの働きかけをし
ようとする意識=subjectivepolitical com-
petenceが高いといわれるのである21)0
しかしながら，今日のわが国の実情は，都市
における核家族化の進行と家庭のベッドルーム
化，地方農村では出かせぎによる家庭破壊等に
よって，家庭での政治的機能が失われていく傾
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向が強い。一方，学校では既述のごとく生徒た
ちの政治的活動はきびしく規制されてきている
と同時に，生徒が学校生活の諸問題の決定に参
加する機会も極めてすくなくなっている。すな
わち．昭和33年の教育課程の全面改訂以来．教
科以外の諸行事（遠足，運動会，学芸会等）は
「学校行事」として一つの領域にまとめられ，
学校（校長と教師）の計画・運営下に置かれ
て，さきの「新制高等学校教科課程の解説」の
ような「生徒に多くの重要な責任を委ね」ると
いうことがなくなってきているのである。この
ように，今日の学校は，上からの強い管理体制
下にあるために，生徒たちにとって，あるいは
教師たちにとってすら， 「“支配” はあっても
“政治．はない」 22)ところの権威社会化して
いるのが一般の姿であろう。
このような状況の中で，今や生徒たちは，学
校においても，本来の意味の「政治」を求めて
いるのである。現実には「政治」がないからこ
そ，生徒たちの行動は，専制政治下における民
衆の抵抗や蜂起のような形となってあらわれて
くるのである。つまり，最近の生徒たちの抵抗
や‘‘蜂起．は，もともと民主的な政治のあると
ころから生れたものでなく，民主的政治行動の
訓練を経たものでないが故に，政治のルールを
ほとんど無視した形で行なわれてくる。われわ
れとしてはそのような「非政治的」な形式を認
めることはできないけれども，ただそれを抑圧
するだけでは．一層，支配のみあって政治のな
い体制を強化するという悪循環をくり返すのみ
となってしまう。したがって．学校は，生徒た
ちの抵抗の意味するところを正しく受けとめな
がら，積極的に，政治の場を回復しなければな
らないのである。それにはすなわち，生徒たち
の政治的参加の場を早急につくり出すことが必
要である。それは単に形式的なものでなく，す
べての生徒が「政治的意識」を体得できるよう
な，実質のある，積極的なものでなければなら
ない。それにはまた，教師自身の政治的参加，
政治的な主体性の回復が必要であり，そのため
の活動ないしたたかいが必要であることはいう
までもない。生徒たちは，学校生活において
も，積極的な政治的参加の経験を経ることによ
って，より巨視的な国家・社会に対する政治的
関心を高め，政治的能力を強めることができる
のである。
ところで，生徒の政治活動をいかに考える
かということである。 もともと， 政治的参加
(political participation)ということと政治的
活動 (politicalactivity) とは厳密には分け
られないものであり，「参加」 participationが
「積極的」 activeに行なわれることがすなわ
ち「活動」 activityにほかならない。たとえ
ば，学校の行事や学習の計画・運営に生徒たち
が参加する過程で，校長や教師集団に一定の要
求を出し，それを実現しようとすることは明ら
かに一個の活動であり，学校内政治の場におけ. . . . 
る政治活動である。しかるに，もし参加という
ことを消極的に考え，常に上からの決定に従う
ことを前提として，生徒と学校当局との間の矛
盾や対立を予想しないのであれば，それはおよ
．．． 
そ政治的参加の名に値しないであろう。したが
って，政治的資質や能力をやしなう教育の手だ
てとして，生徒の政治的参加ということが必要
であるとすれば，当然，一定の政治的活動とい
うことも容認されなければならないものであ
る23)0
そこで，一層問題となるのは，学校内の政治
についてよりも，学校外の，国や地方の政治に
ついてのかかわり方であろう。前節で説明した
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ように，戦後新教育当時における文部省の諸指
針は，生徒の校外での社会的活動をかなり積極
的に推奨し，政治的な集会や活動への参加も相
当大巾に認めていた。たとえば「生徒は，農民
の組合や地方の討論会，その他自分の参加でき
る集団の仕事に参加するがよい。学校は，どん
な種類の党派的教育もしてはならないが，政治
という題目を排除すれば，学校の使命を果すこ
とはできないのである」（新制高等学校教科課
程の解説）というごとくである。このような考
え方は，前にも述べたごとく，民主主義社会の
実現に対する当局者（すくなくとも事務当局）
の意欲と，若い世代をそのための重要な構成部
分として認め，期待するという姿勢とを示すも
のと見ることができた。いわんや，今日のよう
に政治権力が強力になり，支配・管理機構が複
雑かつ巨大化すればなおさらのこと，民主主義
的機能の回復のためにも，国民の民主主義精神
の枯渇を防ぐためにも，若ものたちの政治的関
与の機会をより大巾に認めることが必要なはず
である。しかるに，上来述べきたったように，
現実はその反対の方向を強めているのは，体制
の矛盾の激化と，それにともなって支配者側の
民主主義的志向の減退とをあらわすものといわ
ねばならない。このような中で，上からの規制
を強めれば強めるほど生徒たちの抵抗や活動は
「ゲリラ化」してこざるを得なくなるであろう
し，学校が「非政治化」すればするほど，生徒
たちは学校外での政治的影響下に野放しにされ
ることになる。かくては，生徒たちの体制不
信，学校不信は，陰に陽に一層深まらざるをえ
ないことになろう。
学校間の生徒の交流についても，体育関係の
校外試合や連合組織はかなり大巾に認められ，
むしろ推奨されている。しかるに生徒会の連合
組織は政府の指示24)によって事実上禁止され
ている。このように，体育と知育をはっきりと
分離し，知的な方面での自由な活動や発展を阻
止しようとするのは，文化や政治の問題に対し
ておとなたちの自信のなさくる自己防衛以外の
何ものでもない。新教育発足当時は，社会的活
動としての生徒たちの地域的ないし全国的な横
断組織の結成をむしろ推奨していたことを想起
すべきであろう。
以上，今日のわが国の政治教育の現状を，新
教育当時の政策の方針と比較しながら，あるべ
き政治教育の枠組を考察してみた。端的にいっ
て，今日こそ，政治教育の飛躍的な振興がはか
られるべきである。今日の教育改革の問題にし
ても，それを単なる制度いじりに終らせること
なく，教育のあり方じたいの改革が必要である
が，そのためにも，学校の重要な構成部分であ
る生徒たちの積極的な参加や活動を促すことに
よって， 改革のための問題点をより明らかに
し，改革をより積極化する部分はたくさんある
のである。政治教育の問題は，単に生徒たちの
ための教育であるばかりでなく，為政者や教師
たちじしんの自己教育の問題でもあるのであ
る。
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